
安来市公告

安来市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例 (平成 16年安来市条
例第68号)第 2条及び安来市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例
施行規則 (平成 17年安来市規則第4号)第 2条第 1項の規定に基づき、指定管理
者になろうとする法人その他の団体を次のとおり公募する。

令不日8年 7月 17日
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安来市では次の施設の管理運営を効果的・効率的に行うため、地方自治法第24
4条の 2第 3項に基づき指定管理者を募集します。

1 募集する施設の概要 (詳細については、施設担当課に連絡しご確認ください。)
広瀬温泉月山の湯憩いの家

① 担当課  政策推進都 観光振興課 0854-23-3111
② 所在地  安来市広瀬町富田1031番地 1
③ 設置目的  市民等の健康と福祉の増進に寄与するため
④ 指定期間  令和 9年 4月 1日 から令和 12年 3月 31日 まで

2 申請者の資格
次の要件を満たす法人及びその他の団体であることとします。

① 島根・鳥取両県内に本社又は営業所を有すること。
② 地方自治法施行令 (昭和22年政令第 16号)第 167条の4の規定に該当
しないこと。

③ 民事再生法 (平成 11年法律第225号)に基づく再生手続開始の申立て又
は会社更生法 (平成 14年法律第154号)に基づく更生手続開始の申立てが
なされていないこと。

④ 市から指名停止措置を受けていないこと。
⑤ 国税、地方税を滞納していないこと。
⑥ 暴力団 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第
77号)第 2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)でないこと及び暴
力団又は暴力団の構成員 (暴力団の構成団体の構成員を含む。)若 しくは暴力団
の構成員でなくなった日から5年を経過しない者の統制の下にないこと。

令和 8年度安来市広瀬温泉月山の湯憩いの家指定管理者募集要項



3 募集期間等
令和 8年 7月 17日 (金)か ら令和 8年 8月 17日 (月 )までの期間中、年前 9
時から午後 5時まで (土曜 日、日曜 日、祝 日を除く。)。 郵送の場合は、令和 8年
8月 17日 (月 )必着

4 申請方法
(1)提出書類
① 指定管理者指定申請書 (様式第 1号 )
② 事業計画書 (令和9年度分)
③ 当該施設の管理に関する業務の収支予算書
④ 自主事業計画書及び自主事業予算書
⑤ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類
⑥ 法人にあつては、当該法人の登記記載事項証明書
その他の団体にあっては、代表者の住民票の写し

⑦ 法人又は団体の過去3事業年度の貸借対照表及び財産目録
③ 法人又は団体の過去3事業年度の事業報告書及び決算報告書
⑨ 国税及び市税の納税証明書
⑩ その他市長が必要と認める書類
(2)提出部数
正本 1部及び副本2部。ただし (1)の⑤ o⑥については、正本 1部及び副
本1部。

※副本は複写でも可。

(3)留意事項
① 提出された書類の内容を変更することはできません。
② 提出された書類は返却いたしません。
③ 安来市情報公開条例に基づき申請書類を公開することがあります。
④ 応募申請書を提出後に辞退する場合は、担当課に申し出てください。
⑤ 必要に応じ、追加資料の提出をお願いすることがあります。
⑥ 提出された書類に虚偽その他の不正があった場合には失格とします。
⑦ 応募に係る費用は、全て応募者の負担とします。

5 質問の受付
施設に関する質問は、施設の担当課までお問い合わせください。

6 指定管理者候補者の選定
(1)審査・選定の基準
以下の基準にしたがって、審査・選定を行います。

① 施設の設置目的に合致しており、当該目的達成のために合理的な手法を選択



していること。

② 地域住民の平等利用を確保し、サービスの向上が図られるものであること。
③ 施設の効用を最大限に発揮し、施設の管理に係る経費の縮減の効果が図られ
るものであること。

④ 安定的な管理を行う物的能力及び人的能力を有すること。
(2)選定方法
安来市公の施設指定管理者選定審議会が、上記の基準に照らして事業計画書

等を総合的に審査し、適当と認める申請者を指定管理者候補者に選定して市長

に答申します。なお、審議会では、面接審査を9月 下旬に行う予定です。面接審

査を行う場合は、申請者に日時等を別途連絡します。

(3)選定結果
選定結果については、全ての申請者に通知いたします。その後、指定管理者候

補者には、安来市議会の議決を経た後、指定通知を行います。

7 管理の基本方針
指定管理者は、次の基本方針にしたがつて施設を管理するものとします。

(1)管理施設の設置 目的及び遵守すべき法律 。政令・条例 。規則等を理解し、公

の施設としての性格を認識した上で、利用者の利便性の向上を図ること。

(2)経営改善 。業務改善を常に意識 して創意工夫を図り、集客力や経営力の向上

を図ること。

(3)個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号)に基づき個人情報
の適正管理・保護に努め、安来市情報公開条例に基づき必要な処置を講じるこ

と。

(4)施設について必要な保守点検を行 うとともに、最良の状態を維持 し、利用者
の安全の確保に努めること。

(5)業務報告 (毎月)、 事業報告 (年度終了後 2月 以内)の他、安来市が求める

資料を提出すること。

8 指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲
各施設の仕様書を確認してください。

9 管理に関する料金収入等
管理に関する料金収入等には、以下の種類があります。施設により異なるので、

仕様書を確認 してください。

(1)利用料金収入
地方自治法第 244条 の 2の規定に基づく利用料金です。利用料金は指定管
理者の収入となります。なお、利用料金は関係条例に定める範囲内で、指定管理

者が市長の承認を得て決定します。

(2)使用料収入



地方自治法第 225条の規定に基づく使用料です。使用料は安来市の収入と
なります。

(3)指定管理料
施設を管理する際、利用料金収入及びその他の収入 (喫茶、物販等の事業によ

る収入)で賄いきれない施設、料金収入が発生しない施設については、市が支払

う指定管理料 (委託料)によって賄うものとします。
市が支払う指定管理料の額は、指定管理者と市が協議して確定するものとし

ます。

指定管理料の金額は、前年度の実績と事業計画において提案のあった金額を

踏まえ、年度ごとに市の予算の範囲内で指定管理者と協議を行い、「年度協定

書」を締結することで定めるものとします。

10 協定の締結
指定の後、市と指定管理者は、業務の実施等に関し細目事項等について定める

ため、施設の管理に関する協定を締結し、協定書を作成します。協定は、指定期

間を通じての基本事項を定めた「基本協定書」及び 1事業年度における事項につ

いて定めた「年度協定書」を締結します。

(1)基本協定の主な内容 (施設によつて異なります。)
① 事業計画書に記載された事項
② 指定の期間に関する事項
③ 利用料金、使用料に関する事項
④ 業務報告書 (各月)に関する事項
⑤ 事業報告書 (各年度)に関する事項
⑥ 市が支払う管理の業務に係る費用に関する事項
⑦ 指定の取消し及び業務の全部又は一部の停止に関する事項
⑥ 管理の業務を行うに当たって保有する情報の公開に関する事項
⑨ 管理の業務を行うに当たつて保有する個人情報の保護に関する事項
⑩ その他

(2)年度協定の主な内容
① 当該年度の業務内容に関する事項
② 当該年度に市が支払う指定管理料に関する事項
③ その他

11 留意事項
(1)指定管理者候補者の選定後、指定管理者候補者が次のいずれかに該当すると
認められるときは、指定を行わないことがあります。また、指定管理者の指定

後、指定管理者が次のいずれかに該当すると認められるときは、指定を取り消

し、又は業務の全部若しくは一部の停止を命ずることがあります。

① 申請者の資格を欠くこととなったとき。



② 財務状況の悪化等により事業の履行が確実でなくなったとき。
③ 社会的信用を著しく損なう等、指定管理者としての資質を欠くに至つたとき。
(2)市と指定管理者との管理運営業務に関するリスク分担は、各施設の仕様書を
確認してください。

令和 8年度安来市安来節演芸館指定管理者募集要項

別紙のとお り



安来市安来節演芸館

指定管理者募集要項

令和 8年 7月

安来市



1

安来市 (以 ド「市」という。)では、全国に誇るべき民謡安束節の振興と魅力あふれる観光

地づくりを図るための拠点として、安来節演芸館 (以下「演芸館」という。)を設置していま

す。

演芸館の設置目的を適正かつ効率的、効果的に達成するため、安来市安来節演芸館条例 (平

成 17年安来市条例第 72号。以下「演芸館条例」という。)、 地方自治法 (昭和 22年法律

第 67号)第 244条 の 2第 3項並びに安来市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関す
る条例 (平成 16年安来市条例第 68号。以下「公の施設条例」という。)の規定に基づき、

指定管理者候補者 (以下「候補者」という。)の選定にあたり広く事業者の募集を行います。

なお、演芸館は、令和 8年度から3ヶ年で舞台照明等の LED化改修を計画しており、施設

の長寿命化に向けて民間事業者のノウハウを最大限発揮するため、その他設備の更新も含め、

本募集により選定された候補者の意見を反映させながら、改修工事を行うこととしています。

以上のことを踏まえ、演芸館の管理運営について創意工夫のある提案を求めるため公募しま

〕

~。

募集する施設の概要

(1)施設名称

安来節演芸館

(2)所在地

安来市古)|1町 534番地
(3)施設の設置目的

全国に誇るべき民謡安来節の振興と魅力あふれる観光地づくりを図る

(4)開設年月日

平成 18年 1月 15日

(5)施設等の概要

敷地面積 :約 5,646ポ

延床面積 :本館棟 1,809だ、レストラン棟 291だ、売店棟 64ポ、合計 2,164ポ

構  造 :本館棟 木造 2階建一部 RS造+S造、レス トラン棟・売店棟 木造 1階建

施設内容 :ホール・ステージ :収容人員 238人

楽屋 (和室)、 楽屋 (洋室)、 展示室、練習室×3、

エントランス、売店など

※レストラン棟の管理運営は本募集に含みません。

駐車施設 :正面駐車場 38台、裏側駐車場 21台

※職員及びレス トラン利用者と兼用

(6)問い合わせ先 (事務局)

安来市政策推進部観光振興課

〒692-8686 島根県安来市安来町 878-2

TEL i 0854-23-311l  FAX:0854-23-3061

電子―メーツレ:kankouOcity.yasugio shimane.jp
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2.申請者の資格
応募ができる者は次の要件を満たす法人その他の団体であることとします。

1)日本国内に主たる事業所 (本和うを有するもしくは置こうとする法人その他の団体 (以

下「法人等」という。)。

2)地方自治法施行令 (昭和 22年政令第 16号)第 167条の 4の規定にw―

ノス・ 当しないこと。

3)民事再生法 (平成 H年法律第 225号)に基づく再生手続又は会社更正法 (平成 14

年法律第 154号)に基づく更正手続を行つていないこと。また、銀行取引停止、主要

取引先からの取引停止等の事実があり、客観的に経営状況が不健全であると判断され

る者でないこと。

4)市から指名停止措置を受けていないこと

5)国税、地方税を滞納していないこと。

6)暴力団 (暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律 (平成 3年法律第 77号 )

第 2条第 2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)でないこと及び暴力団又は暴力

団の構成員 (暴力団の構成団体の構成員を含む。)若 しくは暴力国の構成員でなく

なつた日から5年を経過しない者の統制の下にないこと。

7)指定期間中、施設の管理運営を円滑かつ安定して実施できる法人その他の団体とする。

団体の場合、法人格は必ずしも必要としないが、個人は申請することはできない。

8)本市及び本市以外において、2年以内に辞退により指定管理者として不選定もしくは

不特定となつたことがない者。

9)本市及び本市以外において、2年以内に地方自治法第 244条の 2第 H項の規定によ

る指定の取消しを受けていないこと。

10)その他市長が必要と認める要件。

3.募集期間等
選定スケジュールは以下を予定しています。

いずれも書類等の提出先は事務局とします。持参以外での提出の場合、応募者の責任

において到着・開封の確認を行ってください。

(1)募集要項の公開
募集要項を令和 8年 7月 17日 (金 )に市のホームページに掲載します。

2

募集要項の公開、募集開始 令和 8年 7月 17日 (金 )

募集要項に関する質疑の受付期限 令和 8年 8月 4日 (火 )

募集要項に関する質疑の回答 令不日8勺三8月 10日 (月 )

指定申請書及び提案書等の受付期限 令和 8年 8月 17日 (月 )

選定審議会

(プレゼンテーション及びヒアリング・候補者の公表)
令和 8年 9月 下句予定

指定管理者の指定の通知 令和 8年 12月 頃予定



(2)募集要項に関する質問の受付
受付方法 :質問書 (様式 2)に記入のうえ、持参、FAX、 または電子メール添付で

送付してください。

受付期間 :令和 8年 7月 17日 (金)～ 8月 4日 (火 )午後 5時まで

(上 。日・祝日除く)

(3)募集要項に関する質問の回答
質問に対する回答は、市のホームページに掲載します。 (8月 10日 (月 )予定)

(4)指定申請書及び提案書等の受付
受付期間 : 令和 8年 7月 17日 (金)～ 8月 17日 (月 )午前 9時～午後 5時

受付方法 : 事務局に持参又は郵送により提出してください (土 。日・祝日除く)。
※郵送の場合は令和 8年 8月 17日 (月 )必着とします。

(5)プ レゼンテーション及びヒアリングの開催
プレゼンテーション及びヒアリングを以下のとおり開催します。

ヒアリングの実施方法など、詳細については別途通知します。

開催日時 : 令和 8年 9月 下旬 (予定)
開催場所 : 安来市役所安来庁舎 会議室

(6)選定結果
選定結果については、全ての申請者に通知いたします。

なお、グアレープで応募した場合は、グループの代表団体あてに通知いたします。

その後、指定管理者候補者には、安来市議会の議決を経た後、指定通知を行いま

す。

(7)協定の締結
指定の後、市と指定管理者は、業務の実施に関する細目事項等について定めるた

め、施設の管理に関する協定を締結します。

4.申請方法等
(1)申請に必要な書類

申請にあたつては、以下の書類を市に提出してください。なお、市が必要とする

場合は、追加資料の提出を求めることがあります。

1)提出書類

① 指定管理者指定申請書 (様式第 1号)

② 事業計画書 (令和 9年度分)

③ 当該施設の管理に関する業務の収支予算書

④ 自主事業計画書及び自主事業予算書

⑤ 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類

⑥ 法人にあつては、当該法人の登記事項証明書

その他の団体にあつては、代表者の住民票の写し
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⑦ 法人又は団体の過去 3事業年度の貸借対照表及び財産日録

① 法人又は団体の過去 3事業年度の事業報告書及び決算報告書

③ 国税及び市税の納税証明書

⑩ その他市長が必要と認める書類

ア)グループ (共同事業体)応募の場合、代表構成団体及び構成団体は、各々指定申

請書を提出するとともに、共同事業体協定書兼委任状 (様式 3)及び団体の概要

(様式 4-A、 様式4-B)を 提出してください。
イ)②事業計画書については、事業計画書別紙 (様式 5)も提出してください。
2)提出部数 3部 (正本 1部、副本 2部 )
3)提出書類についての留意事項

申請者が作成する書類については、原則、次のとおりとしてください。

① 用紙の大きさは、日本工業規格A4縦長としてください。
② 両面印刷又は両面コピーとしてください。

③ 文字の大きさは最低 10.5ポイントとしてください。図表に関してはこの限りで
はありません。

④ ページ番号を中央下に表記してください。

(2)申請書類提出にあたつての留意事項

1)申請書類の変更

提出された書類の内容を変更することはできません。

2)申請書類の取扱い

申請書類は返却いたしません。

また、情報公開条例に基づき申請書類を公開することがあります。

3)申請の辞退

応募申出書を提出後に辞退する場合は、辞退届 (様式 6)を提出してください。
4)申請書類の使用言語等

申請書類の作成に当たつては、日本語及びメー トル法を使用してください。

(3)応募にあたつての留意事項
1)募集要項の承諾

応募者は、「指定管理者指定申請書の提出」をもつて、本要項の記載内容を承諾した

ものとみなします。

2)応募者の失格

応募者は、次の事項に該当した場合には、失格とします。

① 募集要項に定める手続きを遵守しない場合
② 応募書類に虚偽の記載をした場合
③ 接触の禁止
本業務関連の市職員及び本件関係者に対して、募集の開始から選定順位の通知時

まで本件提案についての接触を禁じます。接触の事実が認められた場合には、失格
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となることがあります。

④ 重複提案の禁止
応募 1団体 (グループ)につき、提案は一案とします。複数の提案はできません。

⑤ 重複応募の禁止
法人及びその他団体は、複数のグループにまたがっての応募はできません。

3)その他事項

① 費用負担

応募に関して必要となる費用は、全て応募者の負担とします。

② 提出書類の取扱い・者作権

応募者の提出する書類の著作権は、それぞれ作成した応募者に帰属します。

③ その他

ア)市 が提供した情報及び独自に合法的に入手した情報のみで応募してください。
イ)市 が提供する資料は、応募にかかわる検討以外の目的で使用することを禁じま
す。また、検討の目的の範囲内であっても、市の了承を得ることなく第二者に対

して、これを使用させ又は内容を提示することを禁じます。

ただし、公知となっている情報及び第二者にとつて合法的に入手できる情報に

ついてはその対象ではありません。

5。 指定管理者候補者の選定

(1)選定方法
公の施設条例に基づき「安来市公の施設指定管理者選定審議会」を設置します。

提出書類に沿つたプレゼンテーション、選定審議会委員からの質問等により団体の

経営能力や提案内容を以下の選定基準に照らして審査し、指定管理者の候補者を選定

します。

(2)審査 。選定の基準

選定は次に掲げる基準により総合的に判断します。

1)施設の設置目的に合致しており、当該目的達成のために合理的な手法を選択して
いること。

2)地域住民の平等利用を確保し、サービスの向上が図られるものであること。
3)施設の効用を最大限に発揮させるとともに、施設の管理に係る経費の縮減の効果
が図られるものであること。

4)安定的な管理を行う物的能力及び人的能力を有するものであること。
5)審査による点数の合計が 120点以上であること。

(3)言平fttT頁 日と西己点

選定における評価項目と配点は以下のとおりです。
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審査基準 審査項目 西己芦嶺

1 住民の平等利用の確保
市民の平等な利用についての考慮

13
障がい者、高齢者等への配慮、工夫

2 施設の効用の最大限の発揮

施設の性格、設置目的、業務等の的確な理解、

指定管ユ」「_者 となる意義や責務の認識

50施設の利用を促進させる方策

利用者の苦情や要望、意見等への対応や処理体

制の構築

3 経費の縮減、業務の効率化
経費の節減や業務の効率化を継続的に提供す

る方策等
8

4 物的能力

経営状況、不測事態や資金需要の集中への余裕

22
業務の第二者委託の範囲、理由、委託先に対す

る考え方

管理区域、業務範囲の的確な把握

5 人的能力

業務遂行に必要な職員体制や配置人員

50

現場責任者、有資格者の配置、指揮系統や責任

権限

周辺環境や地域住民等へ配慮した提案

安全対策は明確で業務従事者の教育、訓練の実

施計画

犯罪防止、秘密保持、個人情報保護等セキュリ

ティ刑策

事故や災害時等緊急時の連絡体制や市への通

報体制

6 その他
関係法令、条例等を遵守する責任体制

17
類似施設や関連業務の管理運営実績

7 提案価格 40

合  計 200

(4)審査結果等の通知及び公表

審査結果は、中請者に対して速やかに通知します。また、審査の経過及び結果は、市ホ

ームページヘの掲載等により公表します。

6.管理の基本方針
(1)指定管理者は管理施設の設置目的及び遵守すべき法律・政令・条例・規則等を理解
し、公の施設としての性格を認識された上で、利用者の利便性の向上を図つてくださ

い 。

(2)指定管理者は、経営改善・業務改善を常に意識して創意工夫を図り、集客力や経営
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力の向上を図つてください。

(3)指定管理者は、個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号)に基づき

個人情報の適正管理・保護に努め、安来市情報公開条例に基づき必要な処置を講じる

ことが必要となります。

(4)施設管理については、日常または定期的に必要な保守点検を行 うとともに、現状の

状態を維持し、利用者の安全の確保に努めてください。

(5)指定管理者は、月々の業務報告と施設の事業報告 (年度終 了後 2月 以内)の他、市

が求める資料の提出が必要となります。

7.指 定管理者が行 う業務の範囲
以下に掲げる業務を行います。

(1)安来節振興に関する業務

①安来節公演事業

②体験・参加事業

(2)「 さぎの湯温泉」観光エリアの魅力向上に関する業務

①観光エリアの魅力向上事業

(3)施設提供に関する業務

①ホール等を活用した貸館事業

(4)施設の運営に関する業務

(5)施設の管理に関する業務
※レストラン棟と一括して発注する必要がある設備の保守・点検等については、テナ

ント出店者と日程及び費用負担を事前に調整の上、実施してください。

(6)自 主事業に関する業務

※自主事業の実施については、指定管理者の裁量により行つてください。

(7)その他業務

①事業計画書及び収支予算書の作成

②事業報告書の作成

③市等関係機関との連絡調整

④自己評価の実施

⑤指定期間終了にあたつての引継業務

⑥その他日常業務の調整

⑦諸届

③重要書類の管理

③指定取消しに伴う業務

⑩災害時における避難所としての施設に関する業務

8.指定期間
令和 9年 4月 1日 から令和 12年 3月 31日 まで (3年間)
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9。 経費に関する事項

安来節演芸館は、利用料金制を導入します。指定管理者は、市が支払う施設管理運営に要

する経費 (以下「指定管理料」という)の他、利用者が支払う利用料金や自らが企画・実施

する各事業の収入等を自らの収入とすることができます。また、事業の実施に際しては、各

種助成金や協賛金を活用することも可能です。

(1)指定管理料の上限
・令和 9年度 55,000千 円 。令和 10年度 55,000千 円 。令和 H年度 55,000千 円
※消費税及び地方消費税 (10%)を含む。

※指定管理料の上限額を上回る提案の場合、失格となるので十分に留意してください。

※各会計年度における決算において、指定管理料及び利用料金収入等の収入額が支出

額を上回つた場合でもあつても、市は指定管理者に対して精算による返還を求めま

せん。同様に、収入額が支出額を下回つた場合も、市は指定管理者に対して不足額

の補てんは行いません。ただし、災害その他不可抗力に起因する場合は、指定管理

者と協議するものとします。

(2)指定管理料に含まれるもの

1)委託費
。自家用電気工作物保安管理業務

・建築設備 。昇降機・防火設備定期報告

・特殊建物等定期調査報告

。消防用設備等保守点検

・建築設備保守点検

・ レジスター保守点検

・簡易専用水道設備点検

・衛生害虫防除

・清掃業務 (排水設備等含む)

。植栽管理 (管理する植栽の範囲については、市が指定する範囲とする。)

。機械警備保守業務

。その他日常の建物管理、設備機器点検保守・運転監視 (舞台施設整備等含む)、 廃

棄物処理等、施設の管理及び運営に必要な業務

※頻度等詳細については、建築保企業務共通仕様書令和 5年版 (令和 5年 ■月 8

日 国営保第 13号)を参照してください。

2)光熱水費 (GHP及び軽食販売等に係る燃料代を含む)
3)事務費
・旅費交通費 (研修、講習会等の旅費)

・通信運搬費 (電話、郵便等)

・消耗品費

・印刷製本費 (封筒等)

・広告宣伝費 (ホームページ等)
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・賃借料 (コ ピー機、PC、 AED等 )

・保険料

・負担金

・租税公課 (収入印紙等)

。支払手数料 (振込手数料等)

。燃料費 (運営者管理車両のガソリン代等)

。会議費

・修繕費 (1件 10万円以下)

4)人件費

5)安来節公演事業費

(3)指定管理者の収入として見込まれるもの

1)指定管理料

2)利用料金 (貸出施設や設備等の利用料金収入)

3)事業からの収入 (自 主事業収入、その他事業による収入)

4)事業実施に姑する助成金等

5)諸収入 (自動販売機売上手数料等 )

(4)指定管理料の支払い

指定管理料は、会計年度 (4月 1日 から翌年 8月 81日 まで)ごとに、指定管理者

から提出された事業計画書及び収支計画書等をもとに、市議会による予算の議決を経

て、次年度の年度協定を締結する中で決定します。なお、次年度の指定管理料の額に

ついては、2月 末の事業計画書及び収支予算書の提出時に調整を行います。

また、指定管理料は各月に前金払いで支払うことが可能です。支払い時期や支払方

法等は、基本協定および年度協定にて定めます。

(5)管理日座・区分会計

指定管理料の入出金の管理は、貴団体の日座とは別に、演芸館指定管理者専用の日

座を開設し管理してください。また、会計帳簿等も同様にしてください。

(6)利用料金の取扱い

1)利用料金の設定

演芸館条例第 10条により、利用料金は指定管理者に支払われます。利用料金は、演芸

館条例で定める額の範囲内において、あらかじめ市長の承認を得て指定管理者が定める

ものとします。

2)利用料金の減免

演芸館条例第 11条により利用料金を減免することができます。
3)利用料金の不還付

演芸館条例第 12条により、既に支払われた利用料金は還付しません。ただし、指定管
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理者は、演芸館条例施行規則で定める基準に従い、その全部又は一部を還付することが

できます。

10.協 定に関する事項
(1)基本的な考え方

公の施設条例第 3条に基づき、市長は選定審議会の答申をもとに指定管理者の候補

を選定します。その候補は、議会の承認を得て指定管理者として指定されます。指定

された指定管理者は安来市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例施行規

則第 10条に基づき、市と基本協定を締結します。なお、基本協定の発効は令和 9年

4月 (予定)と します。また、市が支払う経費や支払い時期を定める年度協定を別途

締結します。

(2)基本協定の内容
1)演芸館の管理に関する事項

2)指定管理料に関する事項

3)利用料,金に関する事項

4)情報の公開に関する事項

5)個人情報等の管理に関する事項

6)事業報告等に関する事項

7)管理物件に関する事項

(3)その他
基本協定の解釈に疑義が生じた場合、または基本協定に定めのない事由が生じた場

合、市と指定管理者は協議するものとします。

(4)年度協定の主な内容
1)当該年度の管理業務の内容に関すること。

2)当該年度に市が支払う指定管理料に関する事項

3)その他

11.役 割及び リスクの分担
(1)行政処分等に関すること

1)指定管理者…利用許可に係る行為

2)市………① 使用料の強制徴収

② 不服申し立てに対する決定

③ 行政財産の目的外使用

(2)リ スク分担

1)不可抗力
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自然災害による損害など、指定管理者、市双方とも管理不可能なリスクについては

市が責任を負うこととします。ただし、常時備える
べき事項を怠ったために被害が拡

大した場合には、指定管理者にその責任が求められることもあります。

2)損害賠償責任について (責任の所在)

当該施設で発生した事故等により、利用者等の第二者に損害が生じてしまつた場合、

その損害に対する賠償責任の所在は、損害の原因となつた指定管理者の職員の行為の

内容などによつて、次のとおり異なりま

'。・指定管理者の職員の行為が公権力の行使に当たらない場合は、指定管理者が損害責

任を負います。

・指定管理者の職員の行為が公権力の行使に当たる場合は、国家賠償法により市が損

害賠償責任を負います。

・施設の設置・管理の瑕疵の場合は、市は国家賠償法により施設の設置管理者として、

指定管理者は民法により建物の占有者として、それぞれが損害賠償責任を負います。

この場合、被害者は市と指定管理者のどちらかに対して損害の企賠償を求めること

ができ、賠償した者が他の賠償責任者に責任割合に応じて求償することとなります。

3)施設設備の修繕

施設の維持管理に関するリスクについて、 1件 10万円以上の修繕については市が

負担し、 1件 10万円未満の修繕については指定管理者が負担することとします。

ただし、 1件 10万円を超える場合であつても「施設の現行和と持のために必要な緊

急的な修繕」に限っては、指定管〕」
1者は、市に対して要求書を提出し、市からの指示

書を受けて執行するものとします。最終的に、市が修繕として積算した協定額を超え

る場合は精算を行います。

4)情報管理

情報管理に関するリスクは、基本的に指定管理者が責任を負います。業務上知りえ

た情報に対する守秘義務と個人情報保護があります。詳細については、市の条例に準

じて遵守することとします。

市と指定管理者のリスク分担については、「リスク分担表」のとおりとします。

なお、疑義及び想定外の事由が生じたときは、双方の協議によるものとします。

【リスク分担表】

種  類 内 容

負 担 者

安来市 指定管理者

指定議案の否決 指定管理者選定議案が否決された場合の経費等 O

異議中立て 指定管理者が行った公の施設の利用に関する処分

に対する異議申立て
O

指定管理業務の遂行に影響を及ぼす法令変更 O法令の変更
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種  類 内 容

負 担 者

安来市 指定管理者

その他 ○

税制度の変更 指定管理業務の遂行に影響を及ぼす税制変更 ○

一般的な税制変更 ○

金利・物価変動

金利 。物価 (人件費、物品費、水道光熱費等)の変

動に伴 う経費の増加
①

上記のうち、社会情勢等の理由による激変等の場合 協議事項

需要の変動 利用者の減少、入居者の退去等に伴 う収入の減少 O

利用料金の減免 利用料金の減免による収入の減少 ○

資金調達 運営に必要な資金の確保 ①

政治的・行政的チIL由 に

よる事業変更

政治的 。社会的・行政的理由から、施設管理、運営

業務の継続に支障が生じた場合、又は業務内容の変

更を余儀なくされた場合の経費及びその後の維持

管理経費における当該事情による増額経費負担

協議事項

不可抗力 不可抗力 (暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、

争乱、暴動その他の自治体又は指定管理者のいずれ

の黄めにも帰すことのできない自然的又は人為的

な現象)に伴 う、施設、設備の修復による経費の増

加及び事業履行不能

協議事項

支払い遅延 経費の支払い遅延 (市→指定管理者)に よつて生じ

た事由
○

経費の支払い遅延 (指定管理者→市)に よつて生じ

た事由
①

管理・事業計画等 管理・事業計画等の不備に関するもの ○

施設 。設備・備品等の

損傷等

事故・火災によるもの 協議事項

経年劣化によるもの (1件あたり10万円未満の修繕等) ①

′′ (1件あたり10万円以上の修繕等) 〇

施設の火災保険加入 O

資料等の棄損等 指定管理者の責めに帰す理由によるもの ①

書類の誤 り 業務仕様書等市が責任を持つ書類の誤 りによるも

(ア)

O

事業計画書等指定管理者が提案した内容の誤りに

よるもの
①

第二者への賠償 指定管理者としての注意義務を怠ったことにより

損害を与えた場合
○

上記以外の理由による場合 O

指定管理者の警備不備による情報漏洩、犯罪発生 Oセキュリティ (個人情報
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種   類 内 容

負 担 者

安来市 指定管理者

の漏洩等を含む) 上記以外の理由による場合 O

周辺地域・住民及び施

設利用者への州応

地域との協調 O

施設管理、運営業務内容に対する住民及び施設利用

者からの反対、訴訟、要望への対応
O

上記以外 協議事項

事業終了時の費用 指定管理業務の期間が終了した場合又は指定を取

り消した場合の撤収費用
○

12.留 意事項
市長が指定管理者に対し、管理を継続することが適当でないと認めるときは、そ

の指定

を取り消すことがあります。この場合、指定管理者の損害に対して市は賠償を行いません。

また、取消しに伴う市の損害について、指定管理者に損害賠償を請求することがあります。

(1)指定管理者候補者を指定管理者として指定する前における措置

指定管理者候補者を指定管理者として指定する前において、指定管理者が
「2.中

請者の資格」に掲げる要件を欠くこととなつたとき、又は財務状況の悪化等により事

業の履行が確実でないと認めるとき、若しくは社会的信用を考しく損なう等、指定管

理者としてふさわしくないと認めるときには指定管理者の指定を4Tわないことがあり

ます。

(2)指定管理者の指定後に事業の継続が困難となつた場合の措置

① 指定管理者の責めに帰すべき事由による場合

指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になつた場合は、市は

指定の取消をすることができるものとします。その場合、市に生じた損害は指定管理

者が賠償するものとします。

なお、指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく演芸館の業務を遂行でき

るよう、引継業務を行うものとします。

② 当事者の責めに帰すことができない事由による場合

不可抗力等、市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、業務

の継続が困難になつた場合、事業継続の可否について協議するものとします。
一定期

間内に協議が整わないときには、一方が事前に書面で通知することにより協議を解除

できるものとします。

13.引 継業務
指定管理者は業務開始までに各業務の習得を行うものとします。

また、指定管理者は、次期指定管理者が円滑かつ支障なく演芸館の業務を遂行できるよ
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う、引継業務を行うものとします。

14。 その他

(1)税金等の取り扱い

指定管理者は、法令等を遵守し適切に納税を行 うものとします。

(2)環境への配慮

指定管理者は、事業活動に伴い発生するごみの削減とリサイクルに、自ら積極的に

取り組んでください。廃棄にあたつては、資源の有効活用や適正処理を図るなど、環

境に配慮した業務を実施してください。

(3)防災への対応

指定管理者は防火管理者を選任し消防計画を作成するものとします。

また、災害時の対応及び避難所の指定については、別途、市の指示に従 うものとし

ます。

(4)職員

職員のうち、半数以上を目標に市内在住者からの雇用に努めてください。

また、指定管理者が変更となる場合、現在当該施設に従事している職員については、

施設運営の継続性、利用者サービスの維持及び蓄積された知識・経験の活用の観点か

ら、本人が希望する場合には、継続雇用について可能な限り配慮してください。

(5)施設管理に関する留意事項

1)指定管理期間中に舞台照明改修工事等で一定期間体館〕る可能1生がありよJ。 指定

管理者はその工事等に協力するものとします。なお、電気代等の負担については、指

定管理者と工事業者との協議によるものとします。

2)演芸館 2階には、安来節保存会事務局の事務室があります。指定管理者は保存会と

協力し、良好な関係を構築するものとします。なお、電気代等の負担については、市、

指定管理者及び保存会との協議によるものとします。

3)演芸館敷地内のレス トラン棟はテナントとして市が出店者を募集し、利用許可を出
しています。指定管理者はテナント出店者と協力し、良好な関係を構築するものとし

ます。なお、電気代等の負担については、市、指定管理者及びテナント出店者との協

議によるものとします。

(6)各種図面等の開覧及び現地見学

各種図面等の閲覧及び現地見学を希望する場合は、募集要項の公開期間内に限り、事務

局 (政策推進部観光振興課 (安来市役所安来庁舎 2階))へ必ず事前にご連絡をいただき、

日時等予約してください。
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